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東海4県の着工推移

出典：着工データ 国土交通省

詳細は国土交通省HPをご確認ください。https://www.mlit.go.jp/

断熱等級5、一次エネ消費量等級6を新設
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国土交通省と消費者庁は12月1日、住宅の品質確保の促進等に関する法律に

基づく住宅性能表示制度について、表示基準の一部改正を官報に告示し、断熱等
性能等級の「等級5」と、一次エネルギー消費量等級の「等級6」を新設するとしま
した。改正基準の施行は2022年4月1日を予定しています。
今回の改正は、今年9月に開催された国交省の「長期優良住宅認定基準の見直
しに関する検討会」で改正案が出され、その後、国交省、経産省、環境省の3省に
よる「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」が8月に
発表したとりまとめも踏まえて決まったものです。

とりまとめでは、住宅性能表示制度の断熱等性能等級と一次エネルギー消費量
等級について、「ZEH基準の水準の省エネ性能に相当する上位等級を設定するこ
と」としていました。
告示では評価方法基準の一部も改正。断熱等性能等級5については地域区分ご
との外皮平均熱貫流率と冷房期の平均日射熱取得率を提示しました。



国土交通省 こどもみらい住宅支援事業を創設

国交省は子育て世帯・若者夫婦世帯の住宅取得に伴う負担軽減を図るとともに、省

エネ性能を有する住宅ストックの形成を図るため、子育て世帯・若者夫婦世帯による高
い省エネ性能を有する新築住宅の取得や住宅の省エネ改修等に対して補助金を交付する
「こどもみらい住宅支援事業」を創設すると発表しました。

子育て支援及び2050年カーボンニュートラルの実現の観点から、子育て世帯・若

者夫婦世帯による高い省エネ性能を有する新築住宅の取得や住宅の省エネ改
修等に対して補助することにより、子育て世帯・若者夫婦世帯の住宅取得に伴う
負担軽減を図るとともに、省エネ性能を有する住宅ストックの形成を図る。

制度の目的

補助対象

（国土交通省所管：令和３年度補正予算額： ５４２億円）

高い省エネ性能を有する住宅の新築、一定のリフォームが対象（事業者が申請）

※子育て世帯：18歳未満の子を有する世帯若者夫婦世帯：夫婦のいずれかが39歳以下の世帯

※補正予算案閣議決定日（令和３年11月26日）以降に契約を締結し、
事業者登録（令和４年１月開始予定）後に着工したものに限る。

※詳細は国土交通省HPをご確認ください。https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000195.html


